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１．序論

これまでの人的資本の研究、特に個人の稼得能力を測定するにあたっては、教育年数、

年齢、企業内経験年数等が使われてきたが、特定の技能を測りその個別の効果まで計測す

ることはなかった。そこで、今回は新たに英語能力という具体的な技能変数を追加して稼

得能力の分析を試みる（1）。

多くの技能変数の中で特に英語に焦点を当てるのは、言語がもつ社会的機能面での特徴

に注目したいからである。英語を操る能力は非常に通用性の高い技能であるといえる（2）。

そもそも、母語以外の言語の習得は経済活動の範囲を広げ、利益獲得の機会を増加させる。

たとえば、日本語に加え他国の言葉を操れるならば、ある財を販売しようとする場合に当

然他国の市場も販売の対象と考えるであろう。また、その言語を通じて競争相手よりも多

くの情報を入手することができるだけでなく、就業機会を探す場合も有利になる。

特に近年、アメリカが政治経済面で圧倒的な影響力を持つとともに先端的な知識・技術

を集積させているという現実があり、英語は世界共通語としての地位を確保しつつある。

これとともに、国際市場のみならず国内でも英語の通用性は益々広がりつつある。くわえ

て、コンピューター技術の基盤が英語であることや新しい情報伝達の手段であるインター

ネット上で流れる情報の多くが英語であることなどが、その流れを加速している（3）。

言語という技能の必須性も重要である。仕事を行うのに必要不可欠な技能というものが

存在する。そもそも、言語は意思疎通の基本であり、異なる言語を話す者の間では経済活

動が成立しない。したがって、特定の言語が話される経済空間で活動するにはその言語が

必須となる。いかに優れた人材であっても高度な専門的知識・技能の一片さえも生かすこ

とができない可能性が出てくる。

これらの点で言語はコンピューターの OS に似ている。同じ OS 間でのみ情報のやり取り

が可能となる場合、多数を占める OS の方が、通用性が高く利用者は便益を得やすい。した

がって、少数派の OS 利用者は多数派が使用する OS に変更していくことになる。それが、

さらに多数派を大きくし多数派に属する利益を拡大するために変更は加速される。結果、

圧倒的な多数派が形成されることとなる。

くわえて、異なる OS 上では、いかにアプリケーションやそれを利用して作成されたファ

イルが価値のあるものであってもそれらは全く意味をなさない。日本語で蓄積され、表現

された知識は英語という OS の上では価値がない。英語世界で便益を得るには英語というコ

ミュニケーション手段を身につけることが必須の条件となる。
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経済の国際化という全体的な動向、特にアメリカ的経営形態への注目とアメリカ資本の

流入により重要なポストに着くには英語ができることが必須とされる企業が日本国内にも

現れ出した。会話学校の数の増加や日本社会の英語熱を見ると、英語教育が単なる大学受

験対策という範囲をはるかに超えてその必要性が認識されているように思える。コストと

ベネフィットの計算に裏打ちされた経済的判断の結果として、使用する言語としての英語

への需要が顕在化していると思われる（4）。

これまで稼得能力と母語以外の言語能力との関係は、主に移民の経済的地位に関する研

究分野で行われてきた。代表的研究として Chiswick and Miller（1995）は、オーストラ

リアの 1981 年と 1986 年の国勢調査の固票を使用し、英語を話す能力と移民の所得の関係

を分析した。結果、流ちょうに英語を話せる移民の場合、そうでないものに比べて 1981

年国勢調査で 5.3%、1986 年国勢調査で 8.3%高い所得を得ることを示した。従来、移民が

経験する職業上の分離や所得格差は、文化や民族性の相違やそれに基づく差別から発生す

るとされてきたが、この研究はそのような格差の多くの部分が、言語能力の差によって説

明されるという事実を見つけだした（5）。

また、松繁 （1993）は、同じくオーストラリアにおいて英語の能力が移民の職探しにお

いて大きなハンディーキャップとなっていることが示された（6）。また、英語の能力を必要

としないブルーカラー的仕事においてハンディは無い一方、ホワイトカラー的仕事では読

み書き能力の欠如が非常に大きな要因であることが議論されている。英語能力が十分でな

いことが、書類処理を必要とする仕事から移民を遠ざけている可能性がある。

以上のような先行研究の結果をふまえ、この研究では日本語を母語とするものが英語を

身につけた場合、どの程度所得をあげることができるかを検討する。これにより、英語の

個人にとっての経済価値をより具体的に提示することができるとともに、今後、日本の外

国語教育のありかたを考えるうえで重要な資料を提供できると思われる。

この論文の構成は、次のようになっている。続く第２節では、分析に用いるデータを紹

介し、基本的な統計分析の結果を示すことでデータの特徴を説明する。第３節では、稼得

関数を推定し英語能力が与える優位性について議論する。第４節では、分析を通じて明ら

かになった点をまとめ今後の展開されるべき課題を議論する。
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２．データと英語能力

２－１．使用データ

この分析で用いるデータは、ある国立大学のある学部卒業生を対象に 1997 年に行われた

｢国際化と大学教育のあり方に関する調査｣の個票である。アンケートは、同窓会名簿に記

載されている全員に郵送され郵送により回収された。宛先不明分を除くと 6202 人に配布さ

れたことになる。回収数は 1375、回収率は 22.17％である。ただし、以下の分析において

は必要な変数を記入しているケースが限られるために、使用されるサンプル数はかなり減

少する。

このデータの特徴は、特定の国立大学の学部卒業生のみを対象とすることで、学力や学

歴に関する属性がかなりコントロールされていることにある。大卒の経済的状況に関する

多くのアンケート調査や統計分析は、さまざまな卒業大学や学部を全て大卒と統一して行

われる場合が多い。しかし、技能が所得や地位に与える影響を分析しようとする場合、技

能が先天的才能や調査では捕らえきれない変数と相関を持つことにより、推定が正確に行

われない可能性がある。また、今日のように大学進学率が高くなると、大学生の質にもか

なりのばらつきがあり、大卒として一括して処理することが不適切なケースも多い。この

データはこれらの問題をかなり避けることができる（7）。

２－２．英語能力に関する設問

詳細な分析に入る前に、外国語能力に関する項目の結果を見てみよう。アンケートでは、

｢大学在学時、一般教養英語の成績の平均｣をたずねている。結果は、優と答えたものが、

29.7%、良と答えたものが 54.6％、可と答えたものが 15.7%であった。英検資格を記載した

ものは、334 名おり、うち 1級が 32 人、準 1級が 35 人、2級が 222 人である。TOEFL を受

験したと答えたものは 66 名で平均は 575 点、TOEIC を受けたものは 232 名で平均は 678

点である。

また、アンケートでは海外滞在経験についても聞いている。図 1が示すように、多くの

者（66.6%）は、海外での仕事経験を主にあげている。また、国内語学学校に通った時期に

関する別の質問では、46.7％の者が大学卒業後から 30 才までの間と答えている。これらの

ことから、この学部の卒業生のうち現在外国語を使える多くの者がそれを在学中ではなく

主に就職してから身につけたことがわかる。
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アンケートの設問は得意とする外国語のレベルに関して設問を設けているが、本研究の

テーマにそって得意な外国語を英語と答えた者に限ってそのレベルをみてみよう（8）。「日

常、その外国語（英語）を読むことがありますか」という質問へに対して回答の選択肢は｢い

つも読む｣、｢よく読む｣、｢ときどき読む｣、｢読まない｣の４つである。｢いつも読む｣と答え

た者は 9.43%、｢よく読む｣と答えた者は 9.08%あり、20%近くの者がかなり英語を読む生活

をしていることが分かる。「業務上、その外国語（英語）を読むことがありますか」という

質問に対しては、｢いつも読む｣と答えた者は 11.31%、｢よく読む｣と答えた者は 7.98%あり、

先の設問と同様の結果を得る。

「その外国語で日常会話ができますか」という質問では、｢できる｣、｢ある程度できる｣、

｢少しできる｣、｢できない｣の選択肢のうち、「できる」と「ある程度できる」を選んだ者を

合わせると 34.53%になる。すなわち、1/3 以上が英語での会話ができるとしている。また、

「その外国語で取引先に電話をかけることがあるか」という質問に関しては、｢いつもかけ

る｣、｢よくかける｣、｢ときどきかける｣、｢かけない｣の 4選択肢のうち、「いつもかける」

と答えた者が、5.35%、「よくかける」と答えた者が 4.28%と、約 10%が仕事の上で海外との

英語でのやりとりがあることが分かる。さらに、「業務上、その外国語で通訳をすることが

ありますか」という設問に対しては、12.0%の者があると答えている。以上から、約 10～

20%の者はかなり英語会話がたんのうであると推測できる。

次に、書く能力をみてみよう。「日常、その外国語（英語）を読むことがありますか」と

いう質問への答えは、「いつも書く」、「よく書く」、｢ときどき書く｣、｢書かない｣の 4選択

肢があり前者 2つを合わせると 10%近くになる。「業務上、その外国語（英語）を書くこと

がありますか」という質問への答えは、「いつも書く」、「よく書く」を合わせると 13.7%に

なり、「ときどき書く」者を含めるとほぼ 30%になる。以上より、10%以上の者がかなり英

語を書く生活をしていることが分かる。

つづいて、「業務上、その外国語（英語）を書くことがありますか」に関して「いつも書

く」、「よく書く」、「ときどき書く」と答えた者を対象に、「業務関係の書類を書く際に辞

書・マニュアルおよび人の助けが必要ですか」と質問したところ、「必要なし」が 9.3%、「と

きどき必要」が 50%と、英語を書く業務をしている者はかなり書類作成に関しては熟達し

ていることが分かる。以上から、書類を英語で処理している者の割合は会話ができる者の

割合よりも低くなるものの、彼らはかなり高い書く能力を持っていると推測される。

以上、アンケートに答えた者の外国語の学習過程と英語を第一に得意とする者の現在の
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英語能力に関して調べた。その結果、多くの者は仕事に就いてから外国語学校に通ったり

職業上海外生活を経験する過程で外国語を習得していることが分かった。

２－３．英語能力の指標

アンケートにおいては、いくつかの設問を設けて英語能力を聞き出しているが、複数の

設問において同様の能力を計測している可能性があることはその内容からも明らかである。

また、事実これらの回答の間にはかなり高い相関を示すものもある。そこで、因子分析を

行うことにより、回答の結果を生み出す共通因子の測定を試みた。結果は、表 1にあらわ

されている。因子分析の結果、第一因子の固有値は 5.36124、第二因子のそれは 0.18156

と大きく減少するため第一因子のみを採用した。これは、８つの設問の回答が、同じ能力

を反映したものであることを意味する。｢業務上、読む｣、｢業務上、電話をかける｣、｢日常、

書く｣、｢業務上、書く｣などの負荷量が大きいことを考慮し、ここでは、この因子を｢実用

英語能力｣と呼ぶことにする（9）。

３．英語能力と所得

３－１．分析のステップ

この節では、先の分析で議論された実用英語能力と所得の関係を分析する。そのために、

時間の前後を考慮し変数間の因果関係を整理してみたい。

まず、大学卒業時の能力によって、就職先が決定される可能性がある。特に、ここでは

英語能力を取り扱っているため、英語を必要とする産業に就職するかどうかを決定する要

因を探りたい。アンケートで入手された情報のうち就職先の選択に効果を持つと考えられ

る主な変数は、大学での学業成績、部活動、卒業までの英語の訓練である（10）。

つぎに、英語能力を決定する要因を探すことになる。先の議論から明らかになったよう

に、英語能力は仕事によって決定される部分が大きい。したがって、前節の因子分析から

得られる因子スコア｢実用英語能力｣をいくつかの変数に回帰させることによって、英語能

力を決定している要因を探し出す。

最後に、これらの推定によって得られた産業と実用英語能力の予測値を使って、昇進や

所得を決定する式を推定する。企業で働く場合、能力によって昇進が異なっていると考え

られる。また、賃金の多くの部分は職位などの会社内での地位や職務によって決定される。

したがって、職位がどのように決定されるかを押さえておく必要がある。以上のような過
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程を経て、最終的に英語能力が所得におよぼす影響を推定する（11）。

アンケートの対象が国立大学経済学部卒業生であるために男性が圧倒的に多く、かつ所

得がある者のほとんどがフルタイムで働いている。したがって、以下の分析では、男性、

フルタイムに限って行われる（12）。

３－２．産業の推定式

第一のステップは、就職する産業を決定する要因を分析することである。通常、就職以

前にあえて公的教育機関以外の場所で訓練する英語能力は日常的な会話能力と考え、日常

会話が｢できる｣と答えたものが 40%を超える産業を１とし、それ以外の産業を 0とおいて

ダミー変数を作成し、それを被説明変数として用いて logit 分析を行った（13）。

また、クラブ・サークル活動は、体育会系のクラブ・サークルに入っていたかどうかで

2分割し、入っていなかった者を 0、入っていた者を 1とした。さらに、体育会系のクラブ・

サークルに入っている者は就いていた役職別にダミー変数を作った。

大学での修学態度を代理する変数としては、授業出席率を使用する。出席の程度別に 5

段階に分類し、20%以下だった者を基準としそれぞれのグループのダミー変数を作成した

（14）。

推定の結果は、表 2に表されている。推定式(1)は産業の選択に影響を与えると思われ

る変数全てを説明変数として使用した結果であり、推定式(2)は(1)の結果から統計的には

有意でなくかつ不要と思われる変数を落として推定しなおした結果である。大学教育に関

する変数で有意であるものは｢専門科目の優の割合｣と｢その 2乗項｣、クラブ・サークル活

動に関しては体育会系の活動をしながらも役職に就かないかった者、または、マネージャ

ー、主事、会計のような補佐的業務に従事している者が、英会話能力が必要と考えられる

産業に就職する可能性が高いことが観察された。以後の分析では、識別の問題を考え説明

変数が完全に重なることを避けるために、変数の数を絞った推定式(2)の予測値を産業変数

として用いる。

３－３．英語能力の推定式

次に、何が｢実用英語能力｣に影響を与えるかを分析する。先の産業に関する推定式の予

測値を利用して、就職した産業によってがどの程度変化するかを測る。先の因子分析より

求めた第 1因子｢実用英語能力｣のスコアーを計算し、それを被説明変数とし OLS を用いて
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分析する。

推定結果は表 3に示されている。産業変数の係数および外資系企業での就業が正で有意

である。前節の議論から予想されたように、就職した産業での仕事経験がかなり実用英語

能力を高めていることが分かる。

また、大学時代の成績の効果もわかる。｢実用英語能力｣は当然のことながら一般教養の

英語の成績とは正の相関を持つ。しかし、語学以外の教養の成績とは負の関係にあり、専

門科目は影響しない。また、クラブ・サークルの活動もほとんど影響しないようである。

一方、予測されるように就職以前の語学経験および会話学校等での訓練は正の効果を持つ

と言える。すなわち、英語のオーラルなスキルを身につけている者は、仕事でも英語を生

かす可能性が高い産業に就職し、かつさらにその能力に磨きをかけているといえる。

以下の分析では、この実用英語能力に関する推定式の予測値を計算し、それを説明変数

として利用する。

３－４．職位の推定式

職位に関する推定結果は表 4に表されている。非説明変数は、職位の序列である。ここ

では多項 probit を用いて推定を行う。他と同様に推定(1)で使用された説明変数を絞り込

んだ結果が推定(2)である。ここからわかるように、職位に影響する変数はあまり多くなく、

かなりの部分が年齢で説明される。しかし、実用英語能力の係数が有意に正であることは

注目に値する。しばしば、日本企業においては海外畑を経験すると昇進に不利になるとい

われる。しかし、ここでの発見はそれに反して、海外勤務を通じて実用英語能力を身につ

けた者は昇進に有利であることを示している。一方、TOEFL や TOEIC はあまり強い効果を

もたないようである（15）。

大学教育の効果に目を転じると、語学を含め教養での成績はその後の昇進と関係を持た

ないが、専門科目の優の割合が高い者ほど昇進の可能性が高いことがわかる。一般に、就

職に際して大学での成績は関係ないといわれるがこの結果はそれに反する。

また、企業規模の係数は負となっている。規模が大きくなるほど競争相手が多くなるた

めに、昇進の可能性が小さくなることは予想されることであり、他の研究で議論されたり

実証分析で指摘されていることと一致している（16）。
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３－５．所得の推定式

この研究は所得と英語能力の間にどのような関係があるかを探る目的で行われている。

これまで行われてきた他の研究成果と現在の日本の状況を考慮すると、英語能力はその人

の経済的価値を上げ、結果として所得を向上させていると思われる。果たして本研究のデ

ータにおいてそのことが観察されるであろうか。

所得関数を推定するにあたり、ここまでの分析で得られた産業変数（予測値）、実用英

語能力の予測値を被説明変数にくわえる。推定の結果は、表 5に表されている。推定結果

(1)は、先の昇進決定式の推定から得られる予測値を利用せず年齢とその 2乗項を用いた結

果である。

｢実用英語能力｣変数の係数は、その 2次項が負であるために所得を上げる効果は徐々に

減少するものの 0.2 で有意である。因子「実用英語能力」のスコアが 1あがると、所得は

20%増加する。英語能力に関する因子分析を行った結果を示した表 1では、例えば日常会話

のスコア係数は 0.1 である。アンケート調査では、日常会話が｢できない｣と｢できる｣の差

が３ポイントつくことになっており、日常会話のできない人がかなりできるようになると

因子スコアはおおよそ 0.3 上昇する。結果、所得はその 20%すなわち 6%増加する。同様に、

業務上英語で文章を｢いつも書く｣人と｢書かない｣人のあいだでは、約 24%の所得の開きが

あることになる。したがって、英語を駆使する仕事についている者は、同期のそうでない

者よりも数 10%平均よりも高い所得を得ていることになる。全ての項目に関して、このポ

イント増を足し合わせると、数 10%の開きが出てくることになる。

表 5の推定結果(2)は説明変数として昇進決定式の推定から得る予測値をくわえ推定し

たものである。実用英語能力変数の係数は、0.1 であり、推定結果(1)の 1/2 の効果を示す

結果になっている。これは英語能力の所得上昇効果の半分は直接的な効果であり、残りの

半分は職位の増加を通じての間接的効果であることを意味している。いずれにしても、高

い英語能力を持ちそれを仕事の上で生かしている者はそうでない者よりもかなり高い所得

を得ていることを示している。

４．結語

この論文では、ある国立大学のある学部卒業生を対象にしたアンケート調査をもとに、

英語能力が昇進や所得にどのように影響を与えているかを分析した。明らかになった点は

次のようにまとめられる。
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１． 彼らのうち 10%ほどは、大学教育では英語の訓練を十分に受けていないにもかかわ

らず、かなり高い英語能力を身につけている。

２． 彼らは、その能力を仕事に就いた後の海外勤務などで得る場合が多い。

３． 彼らは昇進において優位にある。

４． また、計算によっては英語能力のない者よりもかなりある者は高い所得を得ている

と推測される。

このような点は、高所得、高地位を手に入れられるかどうかにおいて、英語能力が重要

な要因となっていることを意味する。日本においても英語の経済的価値はかなり高い。今

後、英語の重要性がさらに高まっていくことを考えると、このような状況は加速されると

思われる。ひいては日本社会の上層に上るために必須の言語としての地位を英語が獲得す

るかもしれない。教育を受ける環境の差異が社会を階層化する可能性があることを考える

と、今後英語を身に付けうる環境にあるかどうかも日本社会の階層を考える上で重要な要

因になるかと思われる。

（1） 稼得能力の推定においては、能力（talent）を測定できないという根本的な問題が存在する。それ

を補うために、Bound, Griliches and Hall(1986)、Murnane, Willet and Levy(1995)、Rivera-Batiz

(1992)能力の代理変数として言語能力、特に語彙力やＩＱ値を使用した分析がある。ただし、この研

究では後天的に獲得した外国語能力の市場価値を見るという点で、これらの先行研究とは方向が異な

る。

（2） 人的資本理論で使われる一般的技能と企業特殊技能は、通用性という意味でほぼ両極に位置する。

他のどの企業でも有用である一般的技能は、通用性が非常に高い。一方、ある企業でのみ生かすこ

とが可能な技能は通用性が低い。久本(1999)が議論している産業特殊技能や職種特殊技能も通用性

の尺度の中で位置付けることも可能であろう。

（3） 逆にアルファベット以外の文字を使う言語の通用度はかなり制限を受ける。これらの言語は過去の

知的遺産を完全にデジタル化できないという面でハンディキャップがあるだけでなく、現実の経済

活動においても多くの制約を受けているとの議論がある。これに関係する Unicode の問題は加藤

(2000)に詳しい。また、インターネット上での言語の問題は江藤淳、白川静 他(1998)や西垣､ルイ

ス(2001)が取り扱っている。

（4） 言語の経済的価値を比較した近年の代表的研究としては、Coulmas (1993)があげられる。日本語の

経済価値に関する研究としては、井上(2000)などの研究がある。また、Dixon(大角　訳)(2001)や
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Nettle, Daniel, and Suzanne Romaine （島村　訳）(2001)は、ある条件下で言語が極めて早く消

失することを議論している。特に前者は、言語消失の要因の一つとして経済的利益の相対的減少を

挙げている。

（5） 移民の問題に関係して言語能力を扱った同系列の研究多く、Chiswick(1978,1991,1996)、 Chiswick

and Miller　(1994)、Dustmann (1994)、Evan (1986)、Kossoudji(1988)、Lazear(1999)、Robinson(1988)、

Tainer(1988)などがあげられる。

（6）同時期にオーストラリア移民の問題を取り上げた日本人による研究としては中西(1993)が挙げられ

る。

（7）この学部の難易度順は長期にわたりそれほど変化していない。偏差値も大きな変動はない。ただし、

大学進学率の増加により、大学進学希望者全体の質的低下が起きている可能性があるとすれば、年

次と共に卒業生の能力に差が生じている可能性はある。

（8）「最も得意な外国語は何か」という設問に答えた者は 892 人いる。そのうち英語と答えた者は、861

人で 96.5%である。ドイツ語が９人、フランス語が７人、中国語が６人、韓国語が６人とつづく。英

語を習得している者が圧倒的に多いことが分かる。

（9）この 8項目に関してクローンバッハのα係数を計算した結果 0.9388 を得た。ただし、ここでは足し

合わせたスケールを用いず、因子負荷量の差異を考慮に入れるために因子分析のスコアーを使用す

る。

（10）当然、先天的能力がこの推定の全てのステップで関係するが、他の研究と同じく、残念ながら先天

的能力に関する適切な指標がとれない。また、この分析で使われる変数は今回のアンケート調査で

取られた変数に限られるという限界もある。

（11）最近では、岩内、苅谷、平沢(1998)、苅谷（編）(1995)、竹内（編）(1995)などに代表されるよう

に、大学教育が就業にどのような影響を与えたかに関して数多くの研究がなされている。そこで分

析に使用された変数の多くはこの研究で使用されるものと重なる。

（12）女性は全サンプルの中でも 40 サンプルしかなく、推定に使う変数をそろえたものは非常に少なく

なる。また、現在の仕事について、｢フルタイムで働いている｣、｢パート・アルバイト・内職・臨時

雇等｣、｢専業主婦／主夫｣、｢退職｣、｢求職中｣、｢休職中｣、｢学生｣、｢その他｣のうちから選択するこ

ととなっており、このうちフルタイムで働いていると答えたものは 88%を占める。教職員を除いたの

は、大学教官と考えられるものが 30 名ほど存在し、彼らの場合、英語能力と所得の関係が他のケー

スと異なると考えられるからである。また、高校・中学・小学校の教員も給与の決まり方がかなり

他と異なると思われる。ただし、このアンケートでは公務員を特定できず、分析から排除できてい
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ない。

（13）そのほかに、日常会話が｢できる｣と答えたものが 10%を越える産業を１、20%を越える産業を１と

した場合も推定したが、40%を越える産業を１とした場合の結果が最も良かったために、ここではそ

れを採用した。

（14）分析に使用される変数に関する基本的統計量は補論の表に示されている。

（15）先に示したように TOEFL と TOEIC を受験した者の数はかなり少ないために、これらを変数として分

析に使用する場合、サンプル数が非常に小さくなる。ここでは、受験していない者には、受験者の

点数の平均点を与えて推定を行っている。ただし、試験を受ける者は、かなり英語に自信がある者

であったり準備を積んできている者である可能性があることを考えると、このような処理は非受験

者を過大評価している可能性がある。より正確な修正方法は Tobit 推定を行うことであるが、アン

ケートから取れる変数に限りがありここでは試みていない。

（16）Ariga, Burnello, Ohkusa, Nishiyama (1992)、野田(1995)を参照のこと。
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表 1　英語能力の因子分析

負荷 Uniqueness Scoring
Coefficients

日常、読む 0.80165 0.27660 0.13178
業務上、読む 0.85517 0.22216 0.12358
日常会話 0.74679 0.39748 0.10677
業務上、電話 0.85219 0.25818 0.10668
業務上、通訳 0.61313 0.57396 0.04792
日常、書く 0.85757 0.24270 0.11746
業務上、書く 0.94522 0.06624 0.40299
辞書、マニュア
ルの助け

0.83580 0.24018 0.07737
14
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表 2：産業選択に関する推定
被説明変数は｢英語で日常会話ができる人が４０％以上の産業ダミー｣

（（（（1111）））） （２）（２）（２）（２）

係数係数係数係数 P>|z|P>|z|P>|z|P>|z| 係数係数係数係数 P>|z|P>|z|P>|z|P>|z|

語学以外の一般教養の成績の平均が良 -0.047 0.925
語学以外の一般教養の成績の平均が優 -0.619 0.349
一般教養の英語の成績の平均が良 -0.183 0.649
一般教養の英語の成績の平均が優 -0.099 0.835
専門科目の優の割合 0.051 0.070 0.046 0.058
（専門科目の優の割合）の２乗 -0.001 0.088 -0.001 0.038
体育会系のクラブサークルに入っていた
　　役職には就いていなかった 1.438 0.000 1.336 0.000
　　部長 0.040 0.960
　　副部長 0.726 0.365
　　マネージャー、主事、会計 1.379 0.001 1.312 0.001
　　その他 1.478 0.019 1.473 0.015
授業の出席率
　　21～40% 0.630 0.386
　　41～60% 0.221 0.753
　　61～80% 0.479 0.503
　　81～100% -0.180 0.808
小学校から大学までの間に海外滞在経験有り -0.405 0.709 -0.522 0.626
大学卒業（22歳）までに国内語学学校に通った経験有り 1.650 0.000 1.485 0.001
定数項 -3.509 0.000 -3.254 0.000

Number of obs =    619 Number of obs =    647
chi2(17)      =  47.68 chi2(7)       =  37.75
Prob > chi2   = 0.0001 Prob > chi2   = 0.0000
Pseudo R2     = 0.1062 Pseudo R2     = 0.0813
Log likelihood =-200.00000 Log Likelihood=-213.21498
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表 3：実用英語能力の決定要因

係数係数係数係数 P>|t|P>|t|P>|t|P>|t| 係数係数係数係数 P>|t|P>|t|P>|t|P>|t|
産業予測値 2.384 0.035 1.522 0.001
外資系ダミー（外資系＝１） 1.925 0.000 1.918 0.000
一般教養の英語の成績の平均が良 -0.061 0.547
一般教養の英語の成績の平均が優 0.388 0.001 0.423 0.000
専門科目の優の割合 -0.001 0.919
（専門科目の優の割合）の２乗 0.000 0.776
体育会系のクラブサークルに入っていた
　　役職には就いていなかった -0.185 0.369
　　部長 0.189 0.367
　　副部長 -0.049 0.828
　　マネージャー、主事、会計 -0.089 0.680
　　その他 -0.106 0.706
年齢 0.044 0.072 0.042 0.077
年齢の２乗 0.000 0.055 0.000 0.057
小学校から大学までの間に海外滞在経験有り 0.754 0.002 0.709 0.003
大学卒業（22歳）までに国内語学学校に通った経験有り 0.087 0.730 0.238 0.174
定数項 -1.308 0.020 -1.248 0.021

Number of obs =     601 Number of obs =     610
F( 13,   587) =   13.87 F(  7,   602) =   25.36
Prob > F      =  0.0000 Prob > F      =  0.0000
R-squared     =  0.2350 R-squared     =  0.2277
Adj R-squared =  0.2181 Adj R-squared =  0.2188
Root MSE      =  .85822 Root MSE      =  .85731
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表 4：職位の決定要因

職位を被説明変数にしたOrdered Logit推定

(1)(1)(1)(1) (2)(2)(2)(2)
係数係数係数係数 P>|t|P>|t|P>|t|P>|t| 係数係数係数係数 P>|t|P>|t|P>|t|P>|t|

実用英語能力変数 0.791 0.214 0.589 0.004
（実用英語能力変数）の２乗 -0.032 0.918
TOEFL -0.005 0.344
TOEIC 0.002 0.177 0.003 0.102
語学以外の一般教養の成績の平均が良 0.251 0.484
語学以外の一般教養の成績の平均が優 0.456 0.311
一般教養の英語の成績の平均が良 -0.020 0.946
一般教養の英語の成績の平均が優 -0.264 0.547
専門科目の優の割合 0.025 0.139 0.008 0.054
（専門科目の優の割合）の２乗 0.000 0.357
授業の出席率
　　21～40% 0.265 0.600
　　41～60% 0.285 0.536
　　61～80% 0.268 0.573
　　81～100% -0.261 0.588
体育会系のクラブサークルに入っていた
　　役職には就いていなかった -0.053 0.858
　　部長 0.185 0.711
　　副部長 1.096 0.058 0.864 0.104
　　マネージャー、主事、会計 0.115 0.745
　　その他 0.088 0.874
商業ダミー（商業＝１） -2.606 0.141 -2.423 0.154
商業ダミー　×　年齢 0.056 0.130 0.056 0.118
金融ダミー（金融＝1) 2.367 0.040 2.922 0.006
金融ダミー　×　年齢 -0.038 0.145 -0.049 0.044
電力ダミー（電力＝１） 0.005 0.991
企業規模（５人未満）
   5-29 2.368 0.026 2.326 0.001
   30-99 0.664 0.472
   100-299 0.218 0.814
   300-499 -0.448 0.647
   500-999 -0.233 0.807
   1000-4999 -1.444 0.096 -1.323 0.000
   5000-9999 -2.004 0.022 -1.977 0.000
   10000- -2.051 0.018 -1.984 0.000
年齢 0.989 0.000 0.987 0.000
年齢の2乗項 -0.007 0.000 -0.007 0.000
自営業ダミー（自営業＝１） 1.308 0.291 1.173 0.297
転職回数 -0.215 0.029 -0.147 0.099

Number of obs =
578

Number of obs =    606

chi2(36)      =
934.81

chi2(16)      =
958.19

Prob > chi2   =
0.0000

Prob > chi2   =
0.0000

Pseudo R2     =
0.4658

Pseudo R2     = 0.4565

Log Likelihood = - Log Likelihood = -
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536.10176 570.40302

表 5：所得の決定要因

Log(所得）を被説明変数としたOLS推定
(1) (2)

係数係数係数係数 P>|t|P>|t|P>|t|P>|t| 係数係数係数係数 P>|t|P>|t|P>|t|P>|t|
実用英語能力変数 0.100 0.004 0.203 0.015
（実用英語能力変数）の２乗 -0.068 0.093
TOEFL -0.001 0.440 -0.001 0.448
TOEIC 0.000 0.454 0.000 0.662
語学以外の一般教養の成績の平均が良 0.017 0.735 0.004 0.936
語学以外の一般教養の成績の平均が優 0.025 0.705 -0.005 0.939
一般教養の英語の成績の平均が良 0.001 0.981 -0.002 0.966
一般教養の英語の成績の平均が優 -0.039 0.455 -0.105 0.099
専門科目の優の割合 0.000 0.870 -0.001 0.649
（専門科目の優の割合）の２乗 0.000 0.777 0.000 0.558
授業の出席率
　　21～40% -0.032 0.634 -0.040 0.569
　　41～60% 0.021 0.726 0.009 0.887
　　61～80% -0.009 0.894 -0.007 0.919
　　81～100% -0.045 0.488 -0.056 0.409
体育会系のクラブサークルに入っていた
　　役職には就いていなかった 0.050 0.206 0.028 0.532
　　部長 0.129 0.096 0.143 0.076
　　副部長 -0.011 0.901 -0.080 0.377
　　マネージャー、主事、会計 0.137 0.007 0.133 0.015
　　その他 0.008 0.922 -0.038 0.663
商業ダミー（商業＝１） 0.505 0.010 0.883 0.000
商業ダミー　×　年齢 -0.010 0.013 -0.018 0.000
金融ダミー（金融＝1) 0.382 0.005 -0.073 0.587
金融ダミー　×　年齢 -0.005 0.099 0.004 0.253
電力ダミー（電力＝１） 0.189 0.004 0.199 0.003
企業規模（５人未満）
   5-29 0.519 0.000 0.230 0.046
   30-99 0.624 0.000 0.596 0.000
   100-299 0.599 0.000 0.563 0.000
   300-499 0.567 0.000 0.539 0.000
   500-999 0.707 0.000 0.690 0.000
   1000-4999 0.665 0.000 0.844 0.000
   5000-9999 0.695 0.000 0.962 0.000
   10000- 0.647 0.000 0.930 0.000
職位変数 0.116 0.000
年齢 0.174 0.000
年齢の２乗項 -0.002 0.000
自営業ダミー（自営業＝１） 0.315 0.002 0.183 0.084
転職回数 -0.031 0.022 -0.017 0.228
定数項 1.870 0.000 3.167 0.000

Number of obs =     577 Number of obs =     577
F( 35,   541) =   26.88 F( 35,   541) =   16.33
Prob > F      =  0.0000 Prob > F      =  0.0000
R-squared     =  0.6349 R-squared     =  0.5138
Adj R-squared =  0.6113 Adj R-squared =  0.4824
Root MSE      =  .31036 Root MSE      =  .35814
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図１　海外滞在の種類
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補論：基本的統計量

言語以外の教養の成績の平均
頻度頻度頻度頻度 ％％％％

可 75 10.61
良 440 62.23
優 192 27.16
合計 707 100

教養の英語の成績（平均）
頻度頻度頻度頻度 ％％％％

可 108 15.3
良 383 54.25
優 215 30.45
合計 706 100

授業の出席率
頻度頻度頻度頻度 ％％％％

　　 0～20% 41 5.83
　　21～40% 70 9.96
　　41～60% 156 22.19
　　61～80% 193 27.45
　　81～100% 243 34.57
合計 703 100

体育会系のクラブサークルに入っていた
頻度頻度頻度頻度 ％％％％

体育会系のクラブサークルに入っていなかった 504 69.9
　　役職には就いていなかった 103 14.29
　　部長 24 3.33
　　副部長 16 2.22
　　マネージャー、主事、会計 54 7.49
　　その他 20 2.77
　　合計 721 100

就業形態
頻度頻度頻度頻度 ％％％％

雇用者 538 75.46
自営業 27 3.79
経営者 130 18.23
その他 18 2.52
合計 713 100

その他の変数
VariableVariableVariableVariable ObsObsObsObs MeanMeanMeanMean Std. Std. Std. Std. DevDevDevDev MinMinMinMin MaxMaxMaxMax
所得 704 1211.29 564.28 0 2750
専門科目の優の割合％ 647 38.74 23.17 0 100
年齢 721 47.86 12.53 24 81
転職回数 522 1.22 1.32 0 9
小学校から大学までの間に海外滞在経験有り 721 0.05 0.22 0 1
大学卒業（22歳）までに国内語学学校に通った経験有
り

721 0.02 0.15 0 1
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